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評価欄は、事務局の私見です

テーマ 細項目 尾西・木曽川地区　　単独調理場方式 評 価 尾西・木曽川地区　　共同調理場方式

食数 食数 14校合計で7,832食
1校あたり、169食（朝日西小）から1,019食（木曽川中）
令和5年5月1日現在

14校合計で7,832食

令和5年5月1日現在

立地条件 場所 学校敷地内 学校外。原則として工業専用地域、工業地域、準工業地域、市街化調整区域

広さ 既存の調理場の場所以外で、現在の倍程度の床面積が必要 最低約10,000㎡（東浅井給食センター実績より）

保有敷地 現在の学校敷地に余裕なし
用地買収（学校隣接地に限る）を要する × △

取得済用地無し
用地買収を要する

建設手法 手法 現給食室を稼働しながら新調理場を建設する必要有
ただし、コンテナ室を仮設し、共同調理場から一時的に運び入れる方法を採用するなど
工夫の余地あり

△ ○

コンテナ室の建設の必要有
学校運営に影響を与えず、新調理場建設が可能

食材仕入 量 必要量を確保可能（１日10,000食を超えると確保が困難な場合あり）
特注できない ○ ○

必要量を確保可能（１日10,000食を超えると確保が困難な場合あり）
特注が可能

価格 高価

△ ○

普通

地産地消 地場産物野菜の採用がし易い（調理日をずらして約8,000食分を用意できる）

○ △

地場産物野菜の採用がし辛い（1日で約８０００食分の用意を要する）

おいしさ 手作り 諸室構成と調理員数に依存する
衛生管理上、手でハンバーグをこねたりすることはない ○ ○

諸室構成と調理員数に依存する
衛生管理上、手でハンバーグをこねたりすることはない
特注品対応が可能

温かさ より温かい
既存施設のアンケートでは、共同調理場方式よりも単独調理場方式の方がやや高い ◎ ○

温かい
既存施設のアンケートでは、共同調理場方式よりも単独調理場方式の方がやや高い
新施設では配送時間の短縮、食缶の工夫でほぼ変わらない

メニュー 対応可能メニューは、諸室構成と調理員数に依存する（調理委託料は増額）

○ ○

対応可能メニューは、諸室構成と調理員数に依存する（調理委託料は増額）

提供時間の柔
軟性

学校の実情に応じて時間の調整がしやすい（調理委託料は増額）

○ △

学校間で配送順の調整が必要（調理委託料・配送委託料は増額）

匂い 匂いは外に出しません。

○ ○

匂いは外に出しません。

新たな調理場の特色
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評価欄は、事務局の私見です

テーマ 細項目 尾西・木曽川地区　　単独調理場方式 評 価 尾西・木曽川地区　　共同調理場方式

新たな調理場の特色

アレルギー対
応

施設設備 専用スペース、器具が必要

○ ○

専用スペース、器具が必要

人員 専門の調理スタッフの配置が必要
食数当たりの費用がより割高 △ ○

専門の調理スタッフの配置が必要

食育 感謝の気持ち 調理員が校内にいる
新調理場は、壁で囲まれ、外部から見えない ○ ○

調理員が校内にいない
新調理場は、壁で囲まれ、外部から見えない

食の指導 在籍の栄養教諭は9名

◎ ○

在籍の栄養教諭は3名

市内間の平等 一宮地区と尾西・木曽川地区間で、献立に差が出る

△ ○

市内で同一献立を採用できる。

周辺配慮 食材納品業者は、子どもの登校時間帯に配慮せざるを得ない

△ ○

食材納品業者は、子どもの登校時間帯を気にする必要がない

費用 建設費 1食当たり、より高額

△ ○

1食当たり、高額

運営経費 1食当たり、より高額

△ ○

1食当たり、高額

整備日数 全校単位では、より長期

△ ○

数年

その他 学校給食の合理化については、昭和60年1月21日文部省体育局長発「学校給食業務の
運営の合理化について」でこれを推進するよう通知されています

学校給食の合理化については、昭和60年1月21日文部省体育局長発「学校給食業務の
運営の合理化について」でこれを推進するよう通知されています
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